
令和３年度
第２回 紀の川市まち･ひと･しごと創生総合戦略審議会 次第

１．開会

２．会長挨拶

３．議題

（１）「紀の川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の実績」について…（資料①）
・基本目標１ 地域資源を生かした魅力あるまち
・基本目標２ 魅力ある仕事・職場のあるまち
・基本目標３ 若い世代から選ばれるまち
・基本目標４ 安全・安心で暮らし続けたいまち

（２）その他

４．閉会

紀の川市まち･ひと･しごと創生本部事務局（企画部 企画経営課内）

日時：令和３年１０月４日 午後1時30分～
場所：紀の川市役所 3階 庁議室
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「地域の魅力を生かす農業振興対策」

「誘客・観光PRの促進」「観光基盤・受入体制の整備」「DMOの推進」

「大学との連携推進」「移住・定住支援策の充実」「ふるさと納税の推進」

「シティプロモーションの推進」

3.数値目標の状況
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3-1-1　地域の特性を生かした農業振興

3-3-1　観光資源を発掘・活用した観光振興

5-2-2　地域の活性化と移住・定住環境の充実

5-3-1　市政情報の発信と適正な情報管理
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単位指標の名称 達成率
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基本目標

の方向性

基本施策

基本目標

の名称

まち・ひと・しごと創生総合戦略基本目標評価シート①

1.基本目標の概要

地域資源を生かした魅力あるまち

　本市は、豊かな地域資源を有しており、これまでの調査や取組から、「フルーツが豊富」「近畿大学」「農業」「自然環境」「関西国際空港」「めっけもん広場」「スカイスポーツ」「サ

イクリングロード」などが強みと分析されています。

　本市のもつ多様な地域資源を生かした魅力づくりを促進するとともに、各資源の連携やその魅力を発信する取組を進め、交流人口の増加を進めます。

2.第2次長期総合計画との連携

取組方針

31 40

社会増加数

年間観光客数

人 -176 -352 -398 -350 -384

180.8 168.0 171.9

・社会増減の減少傾向は基準値と比較して拡大傾向にありましたが、昨年度は数値が改善しました。また、一部の年代（0～14歳）で転入超過になっていますが、昨年度に

引き続き15～29歳の転出超過が顕著です。

・年間観光客数は、新型コロナウイルス感染症の影響により減少しました。

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況

【基本的方向】　具体的施策

達成率

40

指標の分析

万人 188.2

2,000

KPIの名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

実績値

（H30）

1,363

実績値

（R1）

2,0511,589 1,881

【フルーツを核とした地域ブランド化】　「フルーツのまちとしてのイメージアップ」

94.4%紀の川ぷるぷるファンクラブ会員数 人 ― 150

実績値

（R2）

わかやま空き家バンクへの登録物件数 件

交流拠点利用者数（累計） 人

20 65.0%

12.6%

―

フルーツを生かしたメニューを扱う飲食店数 件 10 30 31

18 19 60

ワンストップ窓口を活用した移住相談件数 件 ― 0 6 94 107 135

39近畿大学との連携事業数 件 ― ― 18

【移住定住の促進】　「情報発信と受入体制の整備」

90.4%

― 1 4 2 21

553 200

― 0 0 0 5

104,596 90,380

558

23.8%

【地域資源の連携（既存資源のブラッシュアップ】　「戦略的PRの展開」「交流プログラムの構築」「観光基盤の整備」

137.5%

136.7%

新たな観光ルートの構築件数（累計） 件

ふるさと納税による寄附件数 件

年間外国人観光客数 人

地域ブランド調査による魅力度順位 位

―

KPIの分析

42,834 ― ―
100,000

（推計）

7,643― 20,945

2,344 30,000

11,000
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120,000
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― ―

41,008
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0
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目標値

（R2）

50

8

237.3%

・移住の相談件数は増加傾向にあり、移住先としての需要はあると考えられるが、移住者のニーズに合った空き家情報を提供できていない面が課題と分析します。

・ふるさと納税については、ポータルサイトの追加と、新型コロナウイルス感染症による巣ごもり需要の影響により、寄附件数と納税額が大幅に増加しました。

・交流拠点（紀の川フルーツ観光局）利用者数は、目標を上回る結果となりましたが、これは累計の数値であり、単年でみると令和2年1月以降の新型コロナウイルス感染症の

影響による減少が顕著です。今後も状況を注視しつつ、国内観光客をターゲットとした戦略も含め、回復期に向けた準備・取組みが必要です。

80.0%

【近畿大学との連携】　「包括協定に基づく相互連携」

38.3%

113

4

10

新たな周遊化観光コンテンツの開発件数（累計） 件 ― ― ― ― ― ― 13

資料①



情報発信と受入体制

の整備

観光基盤の整備

近畿大学との連携
包括協定に基づく相

互連携

観光交流創造事業

まつり開催支援事業

大学連携事業協議会を設立し、各分野での連携を推進

フルーツ・ツーリズムの推進

市民が主体となって行うイベントの開催支援

主な取組

フルーツを核とした地域ブランド化

基本的方向 具体的施策

フルーツのまちとしての

イメージアップ

担当課

観光振興課

観光振興課

移住・定住推進事業

シティプロモーション事業

移住者の受入支援団体の設立 地域創生課

わかやま空き家バンクの活用

空き家利活用の促進による住環境の整備 地域創生課 移住・定住推進事業

地域おこし協力隊の活用 地域創生課 移住・定住推進事業

地域創生課

移住・定住推進事業

移住・定住推進事業

移住定住の促進

地域創生課

人事課

農林振興課

人事交流による情報交換、人脈形成を推進

アルテリーヴォ和歌山との協定に基づく交流の推進 生涯スポーツ課

農林振興課

PR動画の制作と配信 地域創生課

地域創生課

交流プログラムの構築

農林振興課

メディアキャラバンの実施 地域創生課

移住・定住ポータルウェブサイトの構築と活用 地域創生課

新しい農業ビジネスモデルの研究・構築

フルーツに関するトレンド調査

観光振興事業

青洲の里管理運営事業

DMOを核とした観光交流促進による地域活性化 観光振興課

コンセプトブックの活用 地域創生課

農業体験と農家民泊の推進 農林振興課

わかやまフィルムコミッションとの連携強化 観光振興課

6.翌年度に向けた新たな取組の方向性　　※施策評価シートを抜粋

●フルーツをテーマにした博覧会「ぷる博」を（一社）フルーツ・ツーリズムと協働で取り組むことで、地域の魅力を活かした体験交流を行える体制を維持します。

●新型コロナウイルス感染症の感染状況に配慮しつつ、まつり実行委員会との協働で各まつりの運営に取り組み、市の交流人口拡大につなげます。

●アンケートの結果に基づき、「官学農民」「フレイル」「空き家対策」「交通施策」等、多様な分野で積極的に大学側と連携し、地域貢献や若者の育成（教育）に向けて取り

組みます。

●市独自の空き家バンクを開設し、広報活動や情報収集の強化を図り、住環境における移住者の選択の幅を広げます。

●アクションプランに基づき、市外だけでなく市民に浸透するプロモーションを実施します。また、移住・定住に効果的にアプローチできるようにターゲットを絞り、庁内が一体となって

事業を展開し、ふるさと納税推進と好連携するように取組みを進めます。

●観光施設を適正に管理運営し、既存の地域資源を有効活用するとともに新たな観光資源の発掘に取り組みます。

●道の駅として幹線道路から離れた場所にある不利な条件を克服し、より多くの方々を誘引するため、青洲の里に農産物直売所の設置を進めます。また、誘客力の向上を目

指して、特徴のある施設への転換を進めていきます。

●市民団体や観光協会等と情報の共有を図り、協働して観光交流人口の増加と観光ファンづくりを進めます。

●来訪者に向けた多様な交流機会の創出、観光ＰＲや集客に結び付けるために行うDMOの取組を支援します。

7.審議会による検証結果

シティプロモーション事業

地域資源の連携

（既存資源のブラッシュアップ）

戦略的PRの展開

アウトドア企業との連携による既存地域資源の活用 観光振興課

観光協会活動の支援 観光振興課

周辺自治体との連携による広域観光ルートの構

築及び周遊化観光コンテンツの開発
観光振興課

道の駅「青洲の里」を中心とした交流人口の増加

観光振興事業

観光交流創造事業

青洲の里整備事業

各分野と連携したシティプロモーションの総合的な推進

観光振興事業

シティプロモーション事業

シティプロモーション事業

農業活動事業

観光振興事業

5基本目標の構成

主たる予算事業



1,266

112

13
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実績値

（R2）

―

621

実績値

（R2）

297

23

5

206,831

2

【基本的方向】　具体的施策

達成率

【魅力ある農業の実現】　「農業経営基盤の強化」「フルーツの産地としての競争力強化」「人材育成・担い手育成」

86.6%

92.0%

38.5%

173.1%

22.2%

80.0%

目標値

（R2）

実績値

（H30）

実績値

（R1）

商業関係事業所数

（卸売業、小売業）
事業所 669 669 618 618 619

農業産出額

基本目標

の名称

基本目標

の方向性

3-2-1　就労支援の充実と雇用創出の振興

5-2-2　地域の活性化と移住・定住環境の充実

基本施策

3-1-1　地域の特性を生かした農業振興

3-1-2　均衡の取れた農村や農地の整備

まち・ひと・しごと創生総合戦略基本目標評価シート②

1.基本目標の概要

魅力ある仕事・職場のあるまち

　関西国際空港へのアクセスの良さ、大都市への近接性、広域道路ネットワーク、近畿大学の立地など、本市のもつ可能性を最大限に生かし、基幹産業である農業の発展や

既存産業の活性化、新規産業の創出などにより「魅力ある仕事・職場のあるまち」づくりを進めます。

2.第2次長期総合計画との連携

取組方針

「地域の魅力を生かす農業振興対策」「農業経営の安定と強化」「農業の担い手育成と支援」

「ほ場整備の推進」

「企業誘致の促進」「創業の支援」「就労への支援」

「大学との連携推進」

1,271

実績値

（H30）

認定農業者数 人 325 331 329 314

KPIの名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

303

実績値

（R1）

296

3 3 3 4 4

2

（フルーツの栽培を開始した新規就農者数（年間））

企業立地件数（累計） 件 5 6 7 8 10

製造品出荷額 億円 1,185 1,186 1,202 1,158

KPIの分析

創業支援資金給付件数（累計） 件 ― 0 0 0 3

新規就農者数（年間）

台湾・香港への輸出額

（小売業者との契約締結件数（累計）） 件

人

12 14 8 5

― 2 2― ―

3.数値目標の状況

達成率

86.5%

100.2%

・農業産出額は、前年比92千万円の増加しています。農業従事者の高齢化や後継者不足により農産物の生産力が低下している傾向にあり、主に野菜が前年度と比べ減少

しましたが、花きと果樹が前年の産出額を上回りました。

・商業関係事業所数については、ほぼ目標値どおりの推移状況である。

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況

目標値

（R2）

2,000

620

千万円 1,631 1,729 1,815 1,895

指標の分析

1,729

621

1,637

指標の名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

343

25

13

119,457

9

5

千円 ― ― 115,945 106,584 102,596

28 21 24 12 16 23

5

192,926

4 4

人 18

ほ場整備箇所数（累計） 箇所

【地域イノベーションによる産業活性化・雇用創出】　「市内企業の振興・活性化」「市内企業・商店・事業所の未来を担う地元人材の確保」

100.7%

65.9%

【新たな企業（起業）の創出】　「地域特性・資源に合った企業誘致」「起業・創業支援」

118.2%

166.7%

・認定農業者数については、前年度と比べ１名増加していますが、目標には達していません。認定農業者の高齢化により認定期間の５年が終了した後に再認定を申請する割

合が減少していることによります。

・台湾・香港への輸出額については、H29・30実施の海外商談会後、紀の里農業協同組合を中心に交渉・販売努力を続けた結果、特に「桃」・「柿」の輸出額が大幅に増加

し、目標を上回る大きな成果をあげることができた。

・合同企業説明会における参加者数は、市単独の企業説明会に加え、ハローワークとの合同企業説明会を開催したことで、参加者数が増加しました。

・企業立地数は既存企業の増設により増加しました。また、北勢田第２工業団地は、京奈和自動車道の開通など追い風のある中で、企業誘致活動に取り組み、５社の誘致

に成功し、全ての工業団地が完売するなど効果を上げています。さらに誘致するには、新たな企業用地を確保する必要があります。

1,257

170

11

3

合同企業説明会における参加者数 人 ― ― ― 50 55

1,190

80

12

3

資料②



基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課

5基本目標の構成

主たる予算事業

市内企業・商店・事業所の求人情報発信支援 商工労働課

地域イノベーションによる産業活性

化・雇用創出

市内企業の振興・活

性化

創業支援相談窓口の利用促進 商工労働課

農業経営基盤の強

化

国内外の販路開拓・拡大支援 農林振興課

魅力ある農業の実現

産直施設の充実支援 農林振興課

生産・経営基盤の強化促進 農林振興課

人材育成・担い手育

成

農家の世代交代支援 農林振興課

新規就農者受入体制の整備

フルーツの産地としての

競争力強化

産地育成支援 農林振興課

有害鳥獣の防止・捕獲対策の強化 農林振興課

農地集積と集約化の推進

近畿大学と市内企業の共同研究支援

商工会などとの連携強化 商工労働課

商工労働課

企業誘致促進事業

創業支援事業

商工振興事業

6.翌年度に向けた新たな取組の方向性　　※施策評価シートを抜粋

●紀の川市産農産物の認知度向上を図るため、県外でのプロモーションを積極的に実施していきます。また、６次産業化に取り組む農業者への支援に継続して取り組みます。

●農業従事者の営農意欲を維持し、農業を継続していく環境を整備するため、有害鳥獣による農作物被害の軽減対策を実施していきます。

●ほ場整備により営農効率の向上や担い手への農地集積・集約化について知ってもらい、区長及び水利関係者等の協力のもと賛同者を増やし活動意識を高め事業を進めて

いきます。

●農業従事者の高齢化や後継者、担い手不足を解消し、新規就農者の本市への積極的な受入を図るため、就農希望者の受入体制の整備を進めます。また、兼業農家や

親元就農への支援をはじめとした農業振興戦略計画に基づく、市独自の支援策を進めます。

●遊休用地や空き工場の洗い出しを行うとともに、本市が持つ地域特性や魅力を情報発信し、引き続き県や関係機関と連携しながら企業誘致活動に取り組みます。

●紀の川市地域職業相談室の運営支援に加え、働き方改革に寄与する企業の取組として、次世代育成支援対策推進法に基づく啓発・支援だけでなく、学生の就活時の指

標に用いる経済産業省が推進する健康経営優良法人の取得支援を検討します。

●創業セミナーを開催し、経営・財務・人材育成・販路開拓などの創業に必要となる知識習得の支援と事務所の開設に必要な経費の支援を行います。また、農業や観光など

多分野との融合による新たなビジネスモデルの創出を促進します。

●高校生等に新たな選択肢として「起業」という分野を正しく学ぶ機会を提供するため、インキュベーター（起業家教育）を実施します。

7.審議会による検証結果

地元人材の受入体制の整備 商工労働課

企業誘致の強化 商工労働課

サテライト・オフィスの開設支援 商工労働課

遊休用地と空工場の把握 商工労働課

市内企業・商店・事

業所の未来を担う地

元人材の確保

地域特性・資源に

合った企業誘致

新たな企業（起業）の創出

起業・創業支援

農林整備課

6次産業化支援 農林振興課

推奨農作物への転換移行支援 農林振興課

新たな企業間ネットワークの構築 商工労働課

農林振興課

兼業農家への支援 農林振興課

市内企業間の連携・マッチング支援 商工労働課

担い手育成支援事業

担い手育成支援事業

立地企業連携事業

立地企業連携事業

立地企業連携事業

雇用対策事業

雇用対策事業

企業誘致促進事業

農産物販売促進事業

農業経営基盤強化促進事業

有害獣被害防止対策事業

有害鳥獣捕獲対策事業

6次産業化支援事業

県営農業競争力強化基盤整備事業



実績値

（R2）

―

16.8

実績値

（R2）

ー

3,858

7.9

493

94.8

【教育環境の充実】　「特色ある学校教育の実践」「シビック・プライドの醸成」

「学校に行くのは楽しい」と思う児童・生徒の割合

91.3%

126.6%

89.7

実績値

（R1）

3

転出者に占める子供の割合（0歳～15歳） ％ 11.6

地域子育て支援拠点利用者数 人 11,910 11,595

97.8

ー

ー

83.7

15.3

90.2

1.62.6

（生徒） ％ 85.6 83.3 82.6 88.9

全国学力・学習状況調査の全ての教科の全国平均正答率との差

90%以上

0.0%（小学校6年生） ％ -3.5 0.05 -0.82 1.2

―

―

492 510 545 518

8.8

513

92.591.1

11.2 10.2 10.1 10.3

低年齢児受入人数（0歳～2歳） 人 503

（児童） ％ 91.2 92.0

-7.6

【住環境の充実】　「働きやすく暮らしやすい環境づくり」

98.8%

0.0%

84.783.4住みよいと感じている市民の割合 ％ 74.4 ― 81.9 80.8 84.7

（中学校3年生） ％ -1.9 -2.7 -2.8 -8.3 -8.3

12,124 11,293 12,077 12,216

実績値

（R1）

「確かな学力の向上」「幼児期教育の支援」

「雇用・職場環境の充実」

「男女共同参画社会の推進」

「出会いの場の創出支援」

3.数値目標の状況

達成率

1.13

子育てに不安を感じている家庭の割

合
％ ― ― 13.8 13.8 15.1

合計特殊出生率 ％ 1.20 1.22 1.12 1.17 1.15

16.1

2-2-2　子供の力をのばす教育

3-2-1　就労支援の充実と雇用創出の振興

指標の名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

実績値

（H30）

5-2-2　地域の活性化と移住・定住環境の充実

5-1-1　人権が尊重された差別のない社会の実現

基本施策

2-1-1　子育て環境・体制の整備、支援

2-1-2　保育環境の充実

基本目標

の名称

基本目標

の方向性

まち・ひと・しごと創生総合戦略基本目標評価シート③

1.基本目標の概要

若い世代から選ばれるまち

　自然増の実現、社会減の抑制、そして活力の維持、いずれにおいても本市が「若い世代に選ばれるまち」であるための環境づくりが求められます。出会い・結婚・出産・子育ての

しやすい環境づくりをさらに充実させていくとともに、市民のライフステージに寄り添った切れ目のない支援を行っていくことが求められます。

2.第2次長期総合計画との連携

取組方針

「妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援機能の強化」「地域の連携による子育て支援体制の充実」「子育て支援サービ

スの充実」「子育て世帯への経済的負担の軽減」

「保育サービスの充実」「保育施設の整備、充実」

76.7%

82.1%

・新型コロナウイルス感染症の影響で、子育てに不安を感じている家庭の割合が上昇しています。

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況

【基本的方向】　具体的施策

達成率

【出会いから子育てまでの切れ目のない支援】　「出会い・結婚支援」「妊娠・出産環境の充実」「子育て支援」

30.1%

指標の分析

実績値

（H30）

出会いの場創出によるカップル成立数 組 15 6 4 2

KPIの名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

2

130.7%

・新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、地域子育て支援拠点を長期間閉鎖し、利用者数の制限も行ったため、利用者数が激減しています。

・転出者に占める子供の割合は減少しており、子育て世帯の他市町村への流出は改善されていると検証します。

・「学校に行くのは楽しい」と思う児童・生徒の割合は、目標値を達成する結果となった。

・女性は家庭を守るべきと考える割合は昨年度より減少していますが、固定的な性別役割意識がいまだに根強く残っていると考えられます。

20.0

KPIの分析

女性は家庭を守るべきと考える市民の割合 ％ ― ― ― 23.9 16.2 17.8

目標値

（R2）

1.50

13.8

目標値

（R2）

30

12,812

10.0

540

90%以上

資料③



放課後子どもプラン推進事業

こども課

ひとり親家庭の支援の充実 こども課

子育てハンドブック作成・配布 こども課

第3子保育料無料化

放課後児童クラブ（学童保育）環境の充実

結婚新生活の支援 地域創生課

こども課

出会いの場を創出 地域創生課

企業間交流会の開催 商工労働課

シビック・プライドの醸

成

市民憲章・市歌の普及推進 企画経営課

地域共育コミュニティの推進 生涯学習課

地域社会における地域活動の推進 地域創生課

生涯学習課

雇用対策事業

子育て支援事業

母子健全育成事業

男女共同参画推進事業

6.翌年度に向けた新たな取組の方向性　　※施策評価シートを抜粋

●シティプロモーション事業における関係人口創出・増加を目的としたイベント等で、市内外の未婚の男女の出会いのきっかけの場の提供を行います。

●妊娠期から子育て期までの総合的な相談窓口として、出産・子育てに携わる家庭の方々の支援体制の充実を図ります。

●子ども家庭総合支援拠点を開設し、地域の連携を強化していきます。

●多様化する保育ニーズに対応するため、第２次保育所再編計画に基づき、打田・貴志川地区の公立保育所再編を進めます。

●学校司書を活用し、児童生徒の確かな学力の定着と読解力・表現力の向上に取り組みます。

●幼児教育と小学校教育のスムーズな接続を図るために、小学校入学当初の指針となる「スタートカリキュラム」の充実を図ります。

●日本体育大学とスポーツ交流を行い、児童生徒のスポーツへの関心を高めるとともにジュニアスポーツの競技力向上を図ります。

●地域住民がそれぞれ役割を持ち、支え合い、孤立することがないよう、何らかのコミュニティ活動に参加できるよう支援していきます。

●親子の基本的信頼関係の構築を図る家庭教育推進事業において、親子のふれあいの大切さを再認識してもらう機会を提供していきます。

7.審議会による検証結果

人権施策推進課

住環境の充実

男女共同参画社会の推進

親子のふれあいの場の創出 こども課

働きやすく暮らしやす

い環境づくり

働き方改革推進支援事業
ワークライフ・バランスの実現に向けた市内企業への啓発 商工労働課

教育環境の充実

特色ある学校教育の

実践

妊産期教育の実施 こども課

日本体育大学との協定に基づく交流の促進 生涯スポーツ課

保育所統合などによる施設充実 こども課

「世界一受けたいがんの授業」の充実 健康推進課

市のことを知る地域学習の実施・強化

フルーツ給食の実施 教育総務課

こども課

出会いから子育てまでの切れ目の

ない支援

出会い・結婚支援

市独自の研究指定校を選定 教育総務課

ファミリーサポートセンター事業の充実 こども課

保育所などでの低年齢児受入拡大

こども課

子育て世代包括支援センターの設立 こども課

妊婦健康診査費用の助成 こども課

子育て支援

子ども医療費助成 国保年金課

母子健康管理事業

子ども医療費助成事業

教育・保育施設入所管理事業

子育て支援事業

放課後児童健全育成事業

放課後児童健全育成施設整備事業

粉河地区保育所再編事業

子どものための教育・保育給付事業

ひとり親家庭支援事業

不妊治療費の助成

5基本目標の構成

主たる予算事業

出会いと交流の場創出事業

結婚新生活支援事業

立地企業連携事業

子育て世代包括支援センター運営事業

不妊治療助成事業

基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課

妊娠・出産環境の充

実

小学校教育活動事業

中学校教育活動事業

学校給食運営事業

健康づくり事業

スポーツ交流事業

市民活動支援事業



27,044

24,009

34,234

40.0

実績値

（R2）

75.7

60,878

実績値

（R2）

4.70

88.0

―

―

74.3

目標値

（R2）

80.0

64,180

目標値

（R2）

5.50

100.0

78.40

83.20

79.5

40,446

33,737

69,484

38.5 103.9%

・新型コロナウイルス感染防止の影響により、自主防災組織の推進啓発活動が困難であったため、微増となりました。

・自治会加入率は減少傾向にあり、近年、地域コミュニティを取り巻く社会情勢や環境が変化し、住民の価値観の多様化や地域に対する関心の希薄化など、自治会活動への

参加を敬遠する世帯が増えているほか、少子高齢化、人口減少の他、世帯分離により総世帯数が増加していることも自治会加入率低下の要因と考えます。

・公共交通の年間利用者数は、人口減少により利用者の絶対数が減少している中、新型コロナウイルス感染症の影響で利用者が大きく減少しています。

「計画的な都市基盤整備の推進」

「橋梁の適正な維持管理」「市道の整備・充実」「高速道路、国・県道の整備促進」

「公共交通の維持・確保・充実」

「自治会の活性化支援」

3.数値目標の状況

達成率

94.6%

94.9%

・住民基本台帳人口は、目標値を下回っており、想定していた以上に人口減少が進んでいる。

36.5

31,874

54,217

71.2%

49.3%

4-1-1　土地の有効利用と住みよい都市環境の整備

4-1-2　道路や橋梁などまちの基盤整備

4-1-3　公共交通ネットワークの充実

33,274

路線バスの年間利用者数 人 61,231 69,370 68,968 66,835 61,147

紀の川コミュニティバスなどの年間利用者数 人 32,004 33,611 33,473 32,867

KPIの分析

78.6 78.0 76.4

38,899

「生活道路が安心して通行できる」と思う市民の割合 ％ ― ― ― 30.8 41.1

75.1

35,434

93.5%

【計画的なまちづくり（便利なまち）】　「京奈和関空連絡道路整備によるまちづくりの推進」「公共交通の充実」「生活インフラの整備」

66.9%

82.95　　　　　　  （女性） 歳 81.73 83.28 82.86 82.39 84.31

75.4

地域巡回バスの年間利用者数 人 37,534 40,905 39,891 40,320

自治会加入率 ％ 78.6

健康寿命　（男性） 歳 77.07 78.44 78.40 78.13 78.82 79.51

【安心なまちづくり（医療・健康・福祉・コミュニティ対策）】　「健康寿命の延伸」「『絆・思いやりのあるまち』づくり」

自主防災組織率 ％ 78.9 80.3 80.8 84.6 86.7 87.5 88.0%

達成率

【安全なまちづくり（防犯・防災対策）】　「地域防犯力の向上」「『自助・共助・公助』による災害対応力の強化」

117.0%

指標の分析

KPIの名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

4.KPI（Key Performance Indicator＝重要業績評価指標）の状況

【基本的方向】　具体的施策

6.25

実績値

（H30）

犯罪率 ‰ 8.62 7.07 5.46 6.73

実績値

（R1）

4.25

住民基本台帳人口 人 65,759 65,008 64,129 63,275 62,384 61,502

紀の川市に暮らし続けたいと思う市

民の割合
％ 76.7 ― 77.3 79.1 77.9 78.7

5-2-1　地域自治・地域コミュニティの充実

指標の名称 単位
基準値

（H26）

実績値

（H27）

実績値

（H28）

実績値

（H29）

実績値

（H30）

実績値

（R1）

基本目標

の名称

基本目標

の方向性

1-2-1　健康づくりと疾病予防

1-3-2　高齢者へのサービス充実と健康づくりの推進

まち・ひと・しごと創生総合戦略基本目標評価シート④

1.基本目標の概要

安全・安心で暮らし続けたいまち

　安全・安心であることは、いつまでも暮らし続けたいまちであるための基盤であり、これまでの防犯、防災、健康、福祉などの取組を拡充するとともに、地域資源を活用した計画的

なまちづくりを展開していきます。

2-1-3　地域の子供の健全育成の推進

基本施策

1-1-1　地域防災力の向上

1-1-4　防犯・交通安全対策の推進

2.第2次長期総合計画との連携

取組方針

「防災意識の啓発、普及」「防災施設などの計画的な整備」

「地域防犯対策の推進」

「正しい生活習慣の定着を図る取組の充実」「疾病予防、重症化予防対策の充実」

「高齢者の自立支援」

「子供の安全確保と環境の整備」

資料④



地域公共交通網形成計画策定事業

主要幹線道路整備事業

市道等改良事業

公共施設マネジメント推進事業

6.翌年度に向けた新たな取組の方向性　　※施策評価シートを抜粋

●消費者相談には、行政職員での対応が困難な事案も増加していることから、体制を強化するために職員のスキルを向上させ、関係機関と連携を図り、常に最新の情報を収

集し、市民に対する情報提供、啓発、周知を行います。

●防災行政無線放送の効果的な運用と他の情報ツールとの効率的な連携・活用を図るとともに、新たな情報伝達手段について調査・研究を行います。

●災害発生時の対応において「自助・共助・公助」の連携は重要であるので、地域の自主防災組織の設立促進と活動活性化に向けた訓練や研修会の推進を行います。

●若い世代のがん検診の受診向上に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症のため低下した各種がん検診の受診率向上に取り組みます。

●高齢者が健康でいきいきと暮らしていくことができるよう、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推

進します。

●地域や企業の協力を得ながら県や関係市町と連携し、国への働きかけなど京奈和関空連絡道路の早期事業化に向けた取組を行います。

●持続可能な地域公共交通網の構築に向け、紀の川市地域公共交通網形成計画に基づく年度計画の取組内容を実施し、運行の効率化を図ります。

●通学路を優先し、歩行者の安全確保対策を推進するとともに、幹線道路の通行の安全を確保するため歩道整備を進めます。

●令和３年度に公共施設マネジメント計画を改定し、更なる施設の適正管理と有効活用に努めます。

7.審議会による検証結果

5基本目標の構成

主たる予算事業

消費者安全対策事業

地域防犯推進事業

防災行政無線デジタル化事業

地域防災力強化事業

地域防災力強化事業

「自助・共助・公助」

による災害対応力の

強化

「絆・思いやりのあるま

ち」づくり

京奈和関空連絡道

路整備によるまちづくり

の推進

生活インフラの整備

地域公共交通網形成計画の策定・実行 地域創生課
公共交通の充実

各施設の保全計画、長寿命化計画の策定推進 公共施設マネジメント課

高齢者の見守り対策 高齢介護課

各種がん検診を実施 健康推進課

自治会への加入促進 総務課

市道、歩道整備 道路河川課

安心なまちづくり

（医療・健康・福祉・コミュニティ

対策）

健康寿命の延伸

計画的なまちづくり

（便利なまち）

京奈和関空連絡道路整備効果の調査 道路河川課

地域巡回バス・路線バス粉河熊取線の利便性の向上 地域創生課

早期実現に向けたフォーラムなどの開催 道路河川課

健康づくり事業

がん対策事業

自治振興事業

介護予防・高齢者自立支援事業

京奈和関空連絡道路整備促進事業

京奈和関空連絡道路整備促進事業

バス運行支援事業

防災行政無線デジタル化事業 危機管理消防課

自主防災組織の育成 危機管理消防課

小学生防災教室の開催 危機管理消防課

各家庭における家具固定の啓発 危機管理消防課 家具転倒防止対策促進事業

「紀の川市民健康づくり11か条」に基づいた健康推進 健康推進課

安全なまちづくり

（防犯・防災対策）

地域防犯力の向上
消費者相談窓口の開設 商工労働課

防犯カメラ・防犯灯の設置 危機管理消防課

基本的方向 具体的施策 主な取組 担当課


